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日本電気（以下、NEC）は、AT&Tグローバル・サ

ービス（以下、AT&T GNS）と共同で、オムロンの国

内の事業所・支店・営業所・工場など81拠点、電話台

数１万台規模を対象とした社内音声ネットワークの

VoIPの構築を行った。オムロングループのVoIPへの移

行は、2004年11月より順次実施してきたもので、今回、

音声切り替えテストなどを経て、2日間という短期間で、

全国81拠点、電話台数1万台規模の切り替えを行い、本

格稼動が開始された。本プロジェクトにおいて、NEC

は、SIPサーバやVoIPゲートウェイなどのVoIP機器の

導入を担当。一方AT&T GNSは、プロジェクト管理・

ネットワーク設計・機器／回線選定・運用構築・運用支

援などを担当した。

本プロジェクトでは、センター拠点にNECのSIPサ

ーバ「UNIVERGE SV7000」を導入するとともに、各

拠点の既存PBXにNECのVoIPゲートウェイを接続す

る方式を採用し、音声とデータの統合を実現した。また、

VoIP導入のベースとなるデータネットワークは、既存

のIP-VPN網を継続利用しながら、機器の老朽化対応お

よびアクセス回線の最適化を図った。これにより、初期

投資を低減するとともに、ネットワーク関連機器の効率

的な活用を実現。オムロングループでは、年間約5,000

万円のコスト削減を見込んでいる。

NECは、長年培ってきた音声通信技術やコンピュー

タ技術、豊富なシステム導入実績などを活用することで、

音声とデータの統合によるコスト削減、ブロードバンド

と情報システムの連携による業務の効率化や知的生産性

の向上などを実現する「UNIVERGEソリューション」

の提供を推進している。今回のオムロングループの

VoIP化実績を踏まえて、「UNIVERGEのグローバル展

開のさらなる強化を推進していきたい」と語っている。

日本オラクルは、アクセンチュアと共同で、南海電鉄

の会計・資材システムを同社のソフトウェア「Oracle

E-Business Suite」を利用して刷新した。

四半期決算開示の義務化や市場からの早期開示要請な

ど、財務内容の透明性への要求が高まる中、連結決算発

表の早期化を実現することはグループ本社経理部門の最

重要課題になっている。また、2004年度には金融庁か

らディスクロージャー制度の信頼性確保に向けた方策が

公表されるなど、連結会計情報の品質向上も求められて

いる。南海電鉄は、このうような外部の要請に対応する

ことと、グループ毎に分散されていた業務の標準化、シ

ェアードサービスセンター化を目指して、会計・資材シ

ステムの再構築を検討した結果、日本オラクルの

Oracle E-Business Suiteを選択した。今回の採用では、

アクセンチュアのこれまでの電鉄業界での豊富な実績

と、そのノウハウを盛り込んだテンプレートの利用によ

り、低コストかつ短期間で導入できることと、電鉄業界

でOracle E-Business Suiteが幅広く利用されているこ

とが決め手となった。刷新された新システムは11ヶ月

という短納期で導入され、2005年4月より稼動を開始し

ている。

南海電鉄では、90社近くにおよぶ同社グループ会社

の単独決算および連結決算の発表日程を、これまでより

大幅に短縮する予定である。また、シェアードサービス

センター化を進めることにより、各グループの経営状況

を迅速かつ適時に把握するとともに、管理業務の効率化

を図り、管理部門の生産性が大幅に向上することを見込

んでいる。今後南海電鉄は、本システムをグループ標準

会計システムとして、各グループ会社に展開していく予

定である。
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沖電気工業（以下、沖電気）は、同社のIPテレフォニ

ーサーバ「IP CONVERGENCE Server SS9100（SS9100）」

をベースとしたIP電話システムを、ゴム・ウレタン・プ

ラスチック・複合材などの発泡素材を世界市場に向けて

展開しているイノアックコーポレーション（以下、イノ

アック）に納入し、さらに、同社のワンストップサービ

ス商品である「沖トータル・ネットワークサービス（沖

TNS）」による月額フィーサービスでの運用を開始した。

これまでイノアックでは、拠点間のデータ通信に

TDM（Time Division Multiplexing）を使用していた

が、機器の老朽化が進み更新の時期を迎えていた。そこ

で、音声・データを含めた拠点間通信の実現を検討した

結果、国内No.1の納入実績（IDC Japan、2004年９月

調べ）を誇る沖電気のVoIPゲートウェイ製品との連携

により既存の電話設備を継続して使用できるSS9100に

よる IP電話システムと、月額フィーサービスであるた

め低予算で運用が可能な沖TNSを採用した。また、今

回の採用では、同システムが将来に向け企業内 IPセン

トレックスへの拡張をスムーズに実現可能なことも評価

された。

今回、稼動を開始した IP電話システムは、イノアッ

クの名古屋本社にSS9100を設置し、全国の 35拠点に

VoIPゲートウェイを設置する構成となっている。各拠

点のVoIPゲートウェイは、名古屋本社にあるSS9100に

接続され、拠点ごとの番号体系などの情報は、SS9100

によって一元管理されている。これにより、既存の電話

設備を廃棄することなく、継続して有効に使用すること

を可能にした。また、沖TNSを採用したことで、導入

機器の使用料、回線サービス料、機器保守サービス料を

合わせた月額フィーサービスでの運用などのカスタムオ

ーダーによるワンストップのサービス提供を実現した。

ネットワーク・ソリューションプロバイダーのネット

マークスは、東京工業大学・学術国際情報センターの無

線LANアクセスポイントから構成される「キャンパス

公衆LAN」を構築した。このキャンパス公衆LANは、

2005年５月９日からサービスを開始した。

本無線公衆LANの構築にあたっては、ネットマーク

スが全体設計支援を担当し、大岡山キャンパス、すずか

け台キャンパスの食堂、ロビーなどのオープンスペース

をはじめ、講義室、端末室等の教育用スペースに約130

個のアクセスポイントを設置した。

当初は、学部生向けのキャンパス公衆LAN接続サー

ビスとして、東京工業大学・学術国際情報センターの学

部生アカウントを用いて提供する（当初のユーザー数は

約5,000人）。今後は、大学院生・教職員にも利用者を広

げ、計約10,000人を収容する予定である。

今回採用された無線LANシステムは、米国Aruba社

製で、無線LANスイッチと呼ばれる拡張性を備えた中

央制御型装置の「Aruba5000」と、アクセスポイント装

置の「Aruba52」などが用いられ、IEEE 802.11a/b/g規

格の無線LANアクセスを提供している。

認証方式としては、ウェブキャプティブポータルとユ

ーザー単位でのMACアドレス認証の複合方式を、東京

工業大学・学術国際情報センターが開発した。

また、不正アクセスを防止するために、イスラエルの

Radware社製セキュリティゲートウェイ装置を導入し、

キャンパス公衆LANと学内バックボーンネットワーク

を相互に防御している。
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シスコシステムズは、日本 IBMから広範なセキュリ

ティノウハウのサポートを得て、セコムグループの IT

セキュリティサービス企業であるセコムトラストネット

に、同社の「自己防衛型ネットワーク」を導入した。

セコムトラストは、情報セキュリティ市場におけるリ

ーディングカンパニーであり、インターネット時代に安

心と信頼をもたらす「トラステッド・サービス・プロバ

イダー」というコンセプトを打ち立てた企業として知ら

れている。このコンセプトに基づいて、世界最高水準の

堅牢性を誇るセキュアデータセンターをサイバーセキュ

リティサービスの戦略拠点として、監視系サービスや認

証系サービスなどを展開し、刻々と進化していくネット

犯罪にも、最新テクノロジーを駆使した万全の体制で、

絶えず最高の安全・安心を提供している。もちろん社内

のセキュリティにも積極的に取り組んでおり、自社のデ

ータセンターサービスが提供するIDS（侵入検知システ

ム）やウイルスゲートウェイの活用、セキュリティパッ

チの迅速な適用などを進めてきた。そして2004年11月

には、社内の情報セキュリティをさらに強化するための、

全社的なプロジェクトに着手し、この一環として、

「Cisco Security Agent」や「Network Admission

Control」などによって実現される自己防衛型ネットワ

ークの導入が決定された。

セコムトラストは、2004年６月から自己防衛型ネッ

トワークの機能検証や活用方法に関するスタディを行

い、同年11月には自己防衛型ネットワークの設定に関

する基本方針を確立し、これと同時に技術部門を対象に

したパイロット導入を開始した。そして、2005年４月

には、全社展開をスタートした。また、これと並行して

社内ネットワークの再構築も進められており、ここでも

全面的にシスコシステムズの製品が採用されている。

ニコングループのニコンカメラ販売は、顧客データベ

ースのセキュリティ強化のために、データベース・セキ

ュリティシステム「IPLocks（アイピーロックス）」を

導入した。IPLocksは、米国IPLocks社が提供する、デ

ータベース脆弱性の評価および継続的なリスク監視の革

新的なシステムである。なお、今回の導入は、独立系シ

ステムインテグレーターであるインテックを通じて、ソ

フトウェア販売および構築・設定作業等はセキュリティ

製品販売およびコンサルティング事業を手掛けるイーソ

リューションズが実施した。

ニコンカメラ販売では、顧客データベースを含む各種

データベースシステムを刷新し、プロジェクト管理の効

率化や操作性向上とセキュリティ強化の両立の実現を目

指している。セキュリティ製品の導入においては、セキ

ュリティレベルを向上させることと合わせて、業務内容

を考慮した可用性を保つことが重要と考えている。今回

は、多くのセキュリティシステム構築実績をもつインテ

ックと、事業コンサルティングも手掛けるイーソリュー

ションズの経験とノウハウを活かして、本データベース

システムに最適なシステム導入を実施した。

近年、大きな社会問題になっている情報漏えいの多くは、

外部からの不正アクセスより内部からの漏えいが原因と言

われている。しかし、多くの企業において、クライアント

端末へのログイン制御等の対策を実施しているものの、重

要な情報を保管しているデータベース自体への行為の監視

はあまり行われていないのが実状である。IPLocks は、デー

タベース上の重要データに対する不審なアクセスの記録や

監視が可能なデータベース・セキュリティシステムである。

監視を行うことで、過去の履歴を参考にしたセキュリティ

ポリシーの見直しを行うことができ、より高いセキュリテ

ィを確保したシステム環境を実現することができる。
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